
 

 

総  務  文  教  委 員 会 
      令和 3 年 3 月 4 日（木） 

        時  分～  時  分 

       全 員 協 議 会 室 

        

【委 員】 西村委員長、芦谷副委員長 

       三浦委員、西川委員、上野委員、永見委員、西田委員、牛尾委員 

【委員外】 

【議長団】 

【総務文教委員会 所管管理職】砂川副市長 

（総 務 部） 坂田総務部長、佐々木総務課長、馬場防災安全課長、湯浅行財政改革推進課長、 

       山根人事課長、河内財政課長 

（地域政策部） 岡田地域政策部長、邉地域政策部副部長（まちづくり推進課長）、 

             大屋政策企画課長、川合定住関係人口推進課長、 

             平岡人権同和教育啓発センター所長 

（金城支所） 篠原支所長、佐々尾金城分室長 

（弥栄支所） 外浦支所長、三浦防災自治課長 

（教育委員会） 石本教育長、河上教育部長、草刈教育総務課長、市原学校教育課長、 

        鳥居学校教育課学力向上推進室長、村木生涯学習課長、濱見文化振興課長  

（消防本部） 琴野消防長、尾崎予防課長、齋藤通信指令課長 

 

【議 題】 

 1 請願等の意見陳述 

   （1）陳情第175号 懲戒の恣意性を排除することに関する陳情について 

  （2）陳情第176号 飲酒同乗の事実の有無の公表を求める陳情について 

  （3）陳情第177号 スキー事故の進展の報告を求める陳情について 

  （4）陳情第178号 文書管理の厳格化を求める陳情について 

  （5）陳情第179号 IC レコーダーに保存されている音声データの取扱いの明確化を求める陳情について  

  （6）陳情第180号  スポーツ施設の説明根拠の明確化を求める陳情について 

  （7）陳情第181号  市の説明責任と実効性のある対応を求める陳情について 

  （8）陳情第182号  SNSの積極的な活用を求める陳情について 

 

 2 陳情審査 

 （1）陳情第175号 懲戒の恣意性を排除することに関する陳情について 

 

 （2）陳情第176号 飲酒同乗の事実の有無の公表を求める陳情について 

 

 （3）陳情第177号 スキー事故の進展の報告を求める陳情について 

 

 （4）陳情第178号 文書管理の厳格化を求める陳情について 

 

 （5）陳情第179号 ICレコーダーに保存されている音声データの取扱いの明確化を求める陳情について 

 

 （6）陳情第180号  スポーツ施設の説明根拠の明確化を求める陳情について 

 
裏面あり 



 （7）陳情第181号  市の説明責任と実効性のある対応を求める陳情について 

 

 （8）陳情第182号  SNSの積極的な活用を求める陳情について                                                                                           

  

 3 議案第5号 浜田市防災行政無線施設条例の一部を改正する条例について 

 

 4 議案第6号 浜田市ふるさと寄附条例の一部を改正する条例について 

 

 5 議案第7号 浜田市生活路線バス条例の一部を改正する条例について 

 

 6 議案第10号 浜田市高速情報通信基盤整備基金条例の制定について 

 

 7 議案第11号 浜田市公共施設長寿命化等推進基金条例の制定について 

 

 8 議案第14号 浜田市旧若生分校校舎再活用地域間交流施設条例を廃止する条例について 

 

 9 議案第15号 浜田市浜田城資料館条例の制定について 

 

10 議案第24号 浜田市火災予防条例の一部を改正する条例について 

 

11 議案第27号 浜田市過疎地域自立促進計画の変更について 

 

12 同意第1号 人権擁護委員候補者の推薦について 

 

13  執行部からの報告事項 

 （1）指定管理者制度の運用について                       【行財政改革推進課】 

 （2）浜田市まち・ひと・しごと創生総合戦略プラスについて             【政策企画課】 

 （3）市内ケーブルテレビの今後について                      【政策企画課】 

 （4）浜田deしごと合宿インターンシップ事業について            【定住関係人口推進課】 

 （5）ＪＲ三保三隅駅の係員対応時間の変更について               【まちづくり推進課】 

 （6）（仮称）杵束コミュニティ施設（杵束まちづくりセンター）の完成について 【弥栄支所防災自治課】 

 （7）弥栄サービスステーションの支援の状況について             【弥栄支所防災自治課】 

 （8）浜田市立小中学校統合再編計画（案）について                 【教育総務課】 

 （9）令和2年度 島根県学力調査結果（概要）について               【学校教育課】 

 （10）「浜田市スポーツ施設再配置・整備計画」におけるアイススケート場の検証期間見直しについて 

        【生涯学習課】 

 （11）損害賠償請求訴訟の経過について                        【通信指令課】 

 （12）その他 

 

14 所管事務調査 

 （1） GIGAスクール構想に伴う影響について                      【学校教育課】 

 （2） 高校魅力化コンソーシアムの現状について                   【生涯学習課】 

 （3） サン・ビレッジ浜田アイススケート場の利用状況について            【生涯学習課】 

 

15 その他 

 

16 取組課題 こどもの可能性を育む幼児教育について（委員間で協議） 

 













































































































































































 

令和 3年 3月浜田市議会定例会議 

条例議案新旧対照表 

 

 

（総務文教委員会） 



新 旧 対 照 表 の 見 方 

 

 

1  最上部に一部改正する条例の名称及び条例番号を表記しています。 

 

2  新旧対照表の表記は、次のとおりです。 

⑴ 左欄の「現行」が改正前、右欄の「改正後（案）」が改正後の内容 

⑵ 改正のある条のみ表記 

⑶ 改正のある条の中の改正のない項及び号は「〔略〕」で表記 

⑷ 変更のある箇所を下線で表記 

 

 

〔新旧対照表例〕 

浜田市●●●条例（平成●●年浜田市条例第●●号）新旧対照表  （下線部分が改正箇所） 

現行 改正後（案） 

（見出し） （見出し） 

第●条 市長は、○○○○○○○○、●●●●とする。 第●条 市長は、○○○○○○○、▲▲▲▲とする。 

2 〔略〕 2 〔略〕 

 



目 次 

議案第 5号 浜田市防災行政無線施設条例の一部を改正する条例について 
… 1ページ 

議案第 6号 浜田市ふるさと寄附条例の一部を改正する条例について 
… 2ページ 

議案第 7号 浜田市生活路線バス条例の一部を改正する条例について 
… 3ページ 

議案第24号 浜田市火災予防条例の一部を改正する条例について 
… 6ページ 
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浜田市防災行政無線施設条例（平成18年浜田市条例第9号）新旧対照表  （下線部分が改正箇所） 

現行 改正後（案） 

（種類及び設置場所） （種類及び設置場所） 

第2条 防災無線の種類及び設置場所は、次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定めるところによる。 

第2条 防災無線の種類及び設置場所は、別表＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿_に定めるところによる。 

(1) 固定系無線施設 別表第1 〔削る〕 

(2) 移動系無線施設 別表第2 〔削る〕 

別表第1（第1条関係） 別表  （第1条関係） 

  固定系無線施設   固定系無線施設 

（略） （略） 

別表第2（第2条関係） 〔削る〕 

移動系無線施設 〔削る〕 

（略） 〔削る〕 
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浜田市ふるさと寄附条例（平成20年浜田市条例第6号）新旧対照表  （下線部分が改正箇所） 

現行 改正後（案） 

（事業区分） （事業区分） 

第2条 この条例に基づき寄附された寄附金（以下「寄附金」とい

う。）を財源として実施する事業は、次に掲げるとおりとする。 

第2条 この条例に基づき寄附された寄附金（以下「寄附金」とい

う。）を財源として実施する事業は、次に掲げるとおりとする。 

(1)・(2) 〔略〕 (1)・(2) 〔略〕 

(3) 高齢者福祉及び地域医療の充実に関する事業 (3) 高齢者福祉及び障がい者福祉並びに地域医療の充実に関する

事業 

(4) 青少年の健全育成に関する事業＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿ 

(4) 青少年の健全育成及び子どもを安心して産み育てる環境づく

りに関する事業 

〔新設〕 (5) 農林水産業等の地域産業の振興に関する事業 

(5) 〔略〕 (6) 〔略〕 

（寄附金の使途指定） （寄附金の使途指定） 

第4条 〔略〕 第4条 〔略〕 

2 寄附者が寄附金の使途を第2条各号に掲げる事業のうちから指定し

なかったときは、同条第5号の事業の指定があったものとみなす。 

2 寄附者が寄附金の使途を第2条各号に掲げる事業のうちから指定し

なかったときは、同条第6号の事業の指定があったものとみなす。 
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浜田市生活路線バス条例（平成19年浜田市条例第9号）新旧対照表  （下線部分が改正箇所） 

現行 改正後（案） 

別表第1（第2条関係） 別表第1（第2条関係） 

〔略〕 

金城路

線 

雲城美又線 福原集会所から滝原橋を経

由する七条までの間 

月曜日から

金曜日まで 

雲城久佐線 宇栗口からふれあい会館を

経由する七条までの間 

月曜日から

金曜日まで 

雲城久佐美又

線 

追原郷集会所から浄光寺を

経由する七条までの間 

月曜日から

土曜日まで

＿＿ 

雲城今福線 ふれあい会館から下長屋を

経由する七条までの間 

火曜日、木

曜日及び土

曜日 

旭路線 木田線 石見今市から旭温泉を経由

する上ノ原までの間 

月曜日から

土曜日まで 

戸川線 石見今市＿から中戸川を経

由する泊里原までの間 

毎日 

瑞穂線 旭小学校＿から都川を経由

する瑞穂インターまでの間 

月曜日から

土曜日まで 

〔略〕 

〔略〕 

金城路

線 

雲城美又線 福原集会所から滝原橋を経

由する七条までの間 

月曜日から

金曜日まで 

雲城久佐線 宇栗口からふれあい会館を

経由する七条までの間 

月曜日から

金曜日まで 

雲城久佐美又

線 

追原郷集会所から浄光寺を

経由する七条までの間 

火曜日、木

曜日及び土

曜日 

＿＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿

＿＿ 

旭路線 木田線 石見今市から旭温泉を経由

する上ノ原までの間 

月曜日から

金曜日まで 

戸川線 まんてん前から中戸川を経

由する泊里原までの間 

毎日 

瑞穂線 まんてん前から都川を経由

する瑞穂インターまでの間 

月曜日から

金曜日まで 

〔略〕 
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現行 改正後（案） 

三隅路

線 

循

環

線 

右回り

線 

三保三隅駅から三隅支所及

び岡見駅を経由する三保三

隅駅までの間 

月曜日から

土曜日まで 

左回り

線 

三保三隅駅から岡見駅及び

三隅支所を経由する三保三

隅駅までの間 

月曜日から

土曜日まで 

地

区

連

絡

線 

黒沢矢

原線 

三保三隅駅から三隅支所を

経由する上古和までの間 

月曜日から

土曜日まで 

諸谷平

原線 

みのり会館から諸谷＿＿＿

＿＿＿を経由する三隅支所

までの間 

金曜日 

白砂西

河内線 

白砂公民館から三保三隅駅

＿＿＿＿＿＿を経由する三

隅支所までの間 

月曜日及び

水曜日 

井野室

谷線 

井野公民館から上室谷集会

所＿＿＿＿＿＿を経由する

三隅支所までの間 

火曜日 

矢原岡

見線 

三保三隅駅から矢原集会所

を経由する三保三隅駅まで

の間 

木曜日 

黒沢小 三保三隅駅から黒沢集会所 火曜日及び

三隅路

線 

循

環

線 

右回り

線 

三保三隅駅から三隅支所及

び岡見駅を経由する三保三

隅駅までの間 

月曜日から

土曜日まで 

左回り

線 

三保三隅駅から岡見駅及び

三隅支所を経由する三保三

隅駅までの間 

月曜日から

土曜日まで 

地

区

連

絡

線 

黒沢矢

原線 

三保三隅駅から三隅支所を

経由する上古和までの間 

月曜日から

土曜日まで 

諸谷平

原線 

みのり会館から諸谷及び三

隅支所を経由する消防署＿

までの間 

金曜日 

白砂西

河内線 

白砂公民館から三保三隅駅

及び三隅支所を経由する消

防署＿までの間 

月曜日及び

水曜日 

井野室

谷線 

井野公民館から上室谷集会

所及び三隅支所を経由する

消防署＿までの間 

火曜日 

矢原岡

見線 

三保三隅駅から矢原集会所

を経由する三保三隅駅まで

の間 

木曜日 

黒沢小 三保三隅駅から黒沢集会所 火曜日及び



- 5 - 

現行 改正後（案） 

原線 を経由する三保三隅駅まで

の間 

金曜日 

岡見海

老谷線 

三保三隅駅から海老谷集会

所を経由する三保三隅駅ま

での間 

金曜日 

井野三

隅線 

釜田橋から小原を経由する

三保三隅駅までの間 

月曜日から

土曜日まで 

周布地

今明線 

釜田橋から下今明を経由す

る三保三隅駅までの間 

月曜日及び

木曜日 

石浦小

原線 

石浦集会所から小原を経由

する三保三隅駅までの間 

水曜日 

平原森

溝線 

東平原から森溝＿＿＿＿＿

＿を経由する三隅支所まで

の間 

月曜日 

 

原線 を経由する三保三隅駅まで

の間 

金曜日 

岡見海

老谷線 

三保三隅駅から海老谷集会

所を経由する三保三隅駅ま

での間 

金曜日 

井野三

隅線 

釜田橋から小原を経由する

三保三隅駅までの間 

月曜日から

土曜日まで 

周布地

今明線 

釜田橋から下今明を経由す

る三保三隅駅までの間 

月曜日及び

木曜日 

石浦小

原線 

石浦集会所から小原を経由

する三保三隅駅までの間 

水曜日 

平原森

溝線 

東平原から森溝及び三隅支

所を経由する消防署＿まで

の間 

月曜日 
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浜田市火災予防条例（平成17年浜田市条例第255号）新旧対照表  （下線部分が改正箇所） 

現行 改正後（案） 

（燃料電池発電設備） （燃料電池発電設備） 

第8条の3 屋内に設ける燃料電池発電設備（固体高分子型燃料電池、

リン酸型燃料電池、溶融炭酸塩型燃料電池又は固体酸化物型燃料電

池による発電設備であって火を使用するものに限る。第3項及び第5

項、第17条の2並びに第44条第10号において同じ。）の位置、構造

及び管理の基準については、第3条第1項第1号（アを除く。）、第2

号、第4号、第5号、第7号、第9号、第17号（ウ、ス及びセを除

く。）、第18号及び第18号の3並びに第2項第1号、第11条第1項（第7

号を除く。）並びに第12条第1項（第2号を除く。）の規定を準用す

る。 

第8条の3 屋内に設ける燃料電池発電設備（固体高分子型燃料電池、

リン酸型燃料電池、溶融炭酸塩型燃料電池又は固体酸化物型燃料電

池による発電設備であって火を使用するものに限る。第3項及び第5

項、第17条の2並びに第44条第11号において同じ。）の位置、構造

及び管理の基準については、第3条第1項第1号（アを除く。）、第2

号、第4号、第5号、第7号、第9号、第17号（ウ、ス及びセを除

く。）、第18号及び第18号の3並びに第2項第1号、第11条第1項（第7

号を除く。）並びに第12条第1項（第2号を除く。）の規定を準用す

る。 

2～5 〔略〕 2～5 〔略〕 

（急速充電設備） （急速充電設備） 

第11条の2 急速充電設備（電気を設備内部で変圧して、＿＿＿＿＿＿

＿電気を動力源とする自動車等（道路交通法（昭和35年法律第105

号）第2条第1項第9号に規定する自動車又は同項第10号に規定する原

動機付自転車をいう。＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿以下この条

において同じ。）に充電する設備（全出力20キロワット以下のもの

及び全出力50キロワット_を超えるものを除く。）をいう。以下同

じ。）の位置、構造及び管理は、次に掲げる基準によらなければな

らない。 

第11条の2 急速充電設備（電気を設備内部で変圧して、電気自動車

等（電気を動力源とする自動車等（道路交通法（昭和35年法律第105

号）第2条第1項第9号に規定する自動車又は同項第10号に規定する原

動機付自転車をいう。第12号において同じ。）をいう。以下この条

において同じ。）に充電する設備（全出力20キロワット以下のもの

及び全出力200キロワットを超えるものを除く。）をいう。以下同

じ。）の位置、構造及び管理は、次に掲げる基準によらなければな

らない。 

〔新設〕 (1) 急速充電設備（全出力50キロワット以下のもの及び消防長が

認める延焼を防止するための措置が講じられているものを除

く。）を屋外に設ける場合にあっては、建築物から3メートル以

上の距離を保つこと。ただし、不燃材料で造り、又は覆われた外

壁で開口部のないものに面するときは、この限りでない。 
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現行 改正後（案） 

(1) 〔略〕 (2) 〔略〕 

(2) 〔略〕 (3) 〔略〕 

(3) 〔略〕 (4) 〔略〕 

(4) 充電を開始する前に、急速充電設備と電気を動力源とする自

動車等との間で自動的に絶縁状況の確認を行い、絶縁されていな

い場合には、充電を開始しない措置を講ずること。 

(5) 充電を開始する前に、急速充電設備と電気自動車等＿＿＿＿

＿＿＿との間で自動的に絶縁状況の確認を行い、絶縁されていな

い場合には、充電を開始しない措置を講ずること。 

(5) 急速充電設備と電気を動力源とする自動車等が確実に接続さ

れていない場合には、充電を開始しない措置を講ずること。 

(6) 急速充電設備と電気自動車等＿＿＿＿＿＿＿が確実に接続さ

れていない場合には、充電を開始しない措置を講ずること。 

(6) 急速充電設備と電気を動力源とする自動車等の接続部に電圧

が印加されている場合には、当該接続部が外れないようにする措

置を講ずること。 

(7) 急速充電設備と電気自動車等＿＿＿＿＿＿＿の接続部に電圧

が印加されている場合には、当該接続部が外れないようにする措

置を講ずること。 

(7) 〔略〕 (8) 〔略〕 

(8) 〔略〕 (9) 〔略〕 

(9)_ 〔略〕 (10) 〔略〕 

(10) 〔略〕 (11) 〔略〕 

(11) 〔略〕 (12) 〔略〕 

〔新設〕 (13) コネクター（充電用ケーブルを電気自動車等に接続するため

の部分をいう。以下この号において同じ。）について、操作に伴

う不時の落下を防止する措置を講ずること。ただし、コネクター

に十分な強度を有するものにあっては、この限りでない。 

〔新設〕 (14) 充電用ケーブルを冷却するため液体を用いるものにあって

は、当該液体が漏れた場合に、漏れた液体が内部基板等の機器に

影響を与えない構造とすること。また、充電用ケーブルを冷却す

るために用いる液体の流量及び温度の異常を自動的に検知する構

造とし、当該液体の流量又は温度の異常を検知した場合には、急

速充電設備を自動的に停止させる措置を講ずること。 
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現行 改正後（案） 

〔新設〕 (15) 複数の充電用ケーブルを有し、複数の電気自動車等に同時に

充電する機能を有するものにあっては、出力の切替えに係る開閉

器の異常を自動的に検知する構造とし、当該開閉器の異常を検知

した場合には、急速充電設備を自動的に停止させる措置を講ずる

こと。 

(12) 急速充電設備のうち蓄電池を内蔵しているものにあっては、

当該蓄電池について次に掲げる措置を講ずること。 

(16) 急速充電設備のうち蓄電池を内蔵しているものにあっては、

当該蓄電池について次に掲げる措置を講ずること。 

ア 〔略〕 ア 〔略〕 

イ 異常な高温とならないこと。また、異常な高温となった場合

には、急速充電設備を自動的に停止させること。 

イ 異常な高温とならないこと。＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

〔新設〕 ウ 温度の異常を自動的に検知する構造とし、異常な高温又は低

温を検知した場合には、急速充電設備を自動的に停止させるこ

と。 

〔新設〕 エ 制御機能の異常を自動的に検知する構造とし、制御機能の異

常を検知した場合には、急速充電設備を自動的に停止させるこ

と。 

(13) 〔略〕 (17) 〔略〕 

(14) 〔略〕 (18) 〔略〕 

2 〔略〕 2 〔略〕 

（火を使用する設備等の設置の届出） （火を使用する設備等の設置の届出） 

第44条 火を使用する設備又はその使用に際し、火災の発生のおそれ

のある設備のうち、次に掲げるものを設置しようとする者は、あら

かじめ、その旨を消防長に届け出なければならない。 

第44条 火を使用する設備又はその使用に際し、火災の発生のおそれ

のある設備のうち、次に掲げるものを設置しようとする者は、あら

かじめ、その旨を消防長に届け出なければならない。 

(1)～(9) 〔略〕 (1)～(9) 〔略〕 

〔新設〕 (10) 急速充電設備（全出力50キロワット以下のものを除く。） 

(10) 〔略〕 (11) 〔略〕 
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現行 改正後（案） 

(11) 〔略〕 (12) 〔略〕 

(12) 〔略〕 (13) 〔略〕 

(13) 〔略〕 (14) 〔略〕 

(14) 水素ガスを充てんする気球 (15) 水素ガスを充塡する＿気球 
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浜田市過疎地域自立促進計画の変更について 

【議案第 27 号関係】 

 

1 計画変更の概要 

  浜田市過疎地域自立促進計画（平成 28 年度～令和 2 年度）未掲載である以

下の事業に過疎対策事業債を充てることについて、県との協議が整ったこと

から、9 事業を計画書に追加する。 

 

2 追加する事業の概要 

（1）サービスステーション維持支援補助事業（事業主体：農業協同組合） 

事業概要 
農業協同組合が行う、弥栄自治区の給油所改修工事の一部補

助を行う。 

事業期間 令和 2 年度 

事 業 費 27,368 千円 

担 当 課 弥栄支所 防災自治課 

 

（2）高速情報通信基盤整備事業（事業主体：浜田市） 

事業概要 
市全域に敷設されたケーブルテレビ回線の光回線改修を行

う。 

事業期間 令和 2 年度 （総事業期間：令和 2 年度～令和 8 年度） 

事 業 費 1,709,680 千円 

担 当 課 地域政策部 政策企画課 

 

（3）旭浄化センター汚泥処理施設改築事業（事業主体：浜田市） 

事業概要 旭浄化センター汚泥処理施設の改修を行う。 

事業期間 令和 2 年度 （総事業期間：令和 2 年度～令和 3 年度） 

事 業 費 5,000 千円 

担 当 課 上下水道部 下水道課 

 

（4）公共ます設置事業（事業主体：浜田市） 

事業概要 下水道の本管整備終了区域に公共ますを新設する。 

事業期間 令和 2 年度 （総事業期間：令和 2 年度～令和 11 年度） 

事 業 費 10,000 千円 

担 当 課 上下水道部 下水道課 

 

 

 

令 和 3 年 3 月 4 日 

総 務 文 教 委 員 会 資 料 

地域政策部  政策企画課 
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（5）浜田八重可部線移転補償事業（事業主体：浜田市） 

事業概要 浜田八重可部線の改良に伴う下水道管の移設工事を行う。 

事業期間 令和 2 年度 

事 業 費 54,584 千円 

担 当 課 上下水道部 下水道課 

 

（6）子育て世代包括支援センター整備事業（事業主体：浜田市） 

事業概要 子育て世代包括支援センターを新設する。 

事業期間 令和 2 年度 （総事業期間：令和 2 年度～令和 3 年度） 

事 業 費 18,266 千円 

担 当 課 健康福祉部 子育て支援課 

 

（7）休日診療所整備事業（事業主体：浜田市） 

事業概要 浜田市休日応急診療所を新築移転する。 

事業期間 令和 2 年度 （総事業期間：令和 2 年度～令和 3 年度） 

事 業 費 29,921 千円 

担 当 課 健康福祉部 健康医療対策課 

 

（8）地区拠点集会施設整備事業（事業主体：浜田市） 

事業概要 市木生活改善センターの屋根改修を行う。 

事業期間 令和 2 年度 

事 業 費 5,907 千円 

担 当 課 旭支所 防災自治課 

 

（9）健康増進センター改修事業（事業主体：浜田市） 

事業概要 
健康増進センタートレーニング室の照明器具 LED 化工事を

行う。 

事業期間 令和 2 年度 

事 業 費 4,926 千円 

担 当 課 教育部 生涯学習課 

 



 

指定管理者制度の運用について 

 

１ 委員名簿の公表について 

 

(1) 見直しの趣旨 

令和 2年 9月浜田市議会定例会議の陳情審査（第 157号）の結果を受けて、見直し

を行ったものです。 

 

 (2) 見直し結果 

見直し前

文書名 委員区分 選定委員会前 選定委員会後 候補者選定後

委員名簿 識見者委員 開示

受益者及び関係団体 開示

見直し後 ↓
文書名 委員区分 選定委員会前 選定委員会後 候補者選定後

委員名簿 識見者委員

受益者及び関係団体 不開示

不開示

不開示

公表

公表
 

 

※ 令和 3年 1月 22日から施行（令和 3年度公募分から適用） 

※ 開示 条例の規定に基づく請求に応じて、当該請求者に対し、公文書の閲覧をさせ、  

  又は写しを交付すること。 

※ 公表 条例の規定に基づく請求によることなく、浜田市報、浜田市ホームページ等に   

  より情報を公開すること。 

 

 

令 和 3 年 3 月 4 日 

総 務 文 教 委 員 会 

総務部 行財政改革推進課 
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浜田市 

まち・ひと・しごと創生総合戦略プラス  
 

 

 

 

 

浜田市は、若者が暮らしやすいまちをつくります！ 

～ 「浜田で出会い・結婚・出産・子育て」応援プログラム ～ 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 3 年 2 月 

 

 

総 務 文 教 委 員 会 
令 和 3 年 3 月 4 日 
地域政策部政策企画課 
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Ⅰ 背景 

 当市の人口推移を見ると、若者の就学や就職による転出者数が増加し、それにともない出生

数の減少が進んでいる状況にあります。15歳から 39歳までの人口は、現在の「浜田市まち・

ひと・しごと創生総合戦略」を策定した 5 年前と比較すると 14.6％減少し、元気で活力ある

地域づくりに欠かせない若い世代の定着が課題となっています。 

また、新型コロナウィルス感染拡大により、地方への暮らしが見直されつつある中、地方へ

の人口分散の受け入れ態勢、特に、テレワーク等の新たな生活様式に対応できる基盤整備が求

められています。 

島根県では、令和 2年 3月に新たな島根創生計画を策定し、基本目標の一つとして、「結婚・

出産・子育ての希望をかなえる」ことを掲げて取組を始めており、本市も、国や県の戦略と歩

調を合わせて人口減少対策に取組む必要があります。 

そのような背景のもと、「浜田市まち・ひと・しごと総合戦略」では、令和元年 11月に計画

期間を 2年延長し、今後の新たな取組として、次の施策を展開することとし、この施策につい

ては、総合振興計画後期基本計画（令和 4年度～令和 7年度）にも引き継いで取り組んでいく

こととしています。 

 

 

 

 

 

 

 

企業促進奨励金 ふるさと農業研修生受入事業 企業立地促進事業 

起業家支援プロジェクト 第 3子以降保育料軽減事業 無料職業紹介事業 

 

 

雇用促進協議会事業 乳幼児等健康診査事業 敬老乗車券交付事業 

安心お産応援事業 児童医療費助成事業   ほか 

浜田市は、若者が暮らしやすいまちをつくります！ 

～「浜田で出会い・結婚・出産・子育て」応援プログラム ～ 

 

「浜田市まち・ひと・しごと創生総合戦略プラス」のイメージ 

現 状 

追 加 
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【浜田市の年齢階層別人口】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 住民基本台帳より（外国人を除く）Ｈ27.5.1現在 及び R2.10.1現在 

  

(6,000) (4,000) (2,000) 0 2,000 4,000 6,000

0～4

5～9

10～14

15～19

20～24

25～29

30～34

35～39

40～44

45～49

50～54

55～59

60～64

65～69

70～74

75～79

80～84

85～89

90以上

H27年

39

15

女 29,587人男 26,852人

56,439人

37,146人

（65.8％）

12,577人

（22.3％）

6,716人

（11.9％）

（歳）

15 歳～39 歳 

▲ 1,837 人 

減少率 ▲14.6％ 

(6,000) (4,000) (2,000) 0 2,000 4,000 6,000

0～4

5～9

10～14

15～19

20～24

25～29

30～34

35～39

40～44

45～49

50～54

55～59

60～64

65～69

70～74

75～79

80～84

85～89

90以上

39

R2年

15

52,099人

（歳）

男 25,093人 女 27,006人

35,384人

（67.9％）

10,740人

（20.6％）

5,975人

（11.5％）
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Ⅱ 現状 

 ① 子どもの人数 

【理想的な子どもの数】 

 

 

 

                                                        

    

                                                      

 

 

【実際に予定している子どもの数】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【子どもの数】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフは令和 2 年 4月「しまねっ子すくすくプラン別冊」から引用 

 

 

 

 

 

理想的な子どもの数は 

2人以上が 8割を超えます！ 

予定している子どもの数でも 

2人以上が 5割を超えます！ 

子どもの数では 

2人以上が 5割以下に… 

施策 2 

理想の子どもの数へ 

施策 1 

子どもの数を 0から 1へ 
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② 若者の社会増減数 

 

 

 

 

 

（単位：人） 

 

 

  

-200

-150

-100

-50

0

50

100

H25 H26 H27 H28

H29 H30 R1

0

～

4歳

5

～

9歳

10

～

14歳

15

～

19歳

20

～

24歳

25

～

29歳

30

～

34歳

35

～

39歳

40

～

44歳

45

～

49歳

50

～

54歳

55

～

59歳

60

～

64歳

65

～

69歳

70

～

74歳

75

～

79歳

80

～

84歳

85

～

89歳

90歳

以上

H25 -10 -23 -9 -31 -76 56 33 -26 -6 -26 -9 -11 -2 -6 -8 -6 -4 -19 -11

H26 -12 -36 -40 -9 -89 21 29 -7 -60 -19 2 -5 14 -6 8 3 -9 -11 -16

H27 1 -34 -28 1 -87 33 33 -8 -20 -20 -33 -20 -11 9 3 -10 -13 -14 -12

H28 19 -7 -11 -10 -103 53 23 -16 -24 -26 5 -20 -16 7 3 0 -11 -9 -14

H29 -25 -49 -18 23 -151 -15 -43 11 -22 8 4 -19 2 -17 8 -7 -15 -14 -4

H30 -3 -22 -17 19 -142 -17 15 8 -41 -10 19 -6 8 11 -11 -10 -12 -18 -16

H31 -42 -43 -20 19 -148 -10 -22 -36 1 -8 -13 -20 16 -3 -8 10 -7 -18 -3

人 

施策 3 

若者の社会減を減らす 

施策 4 

新たな生活様式へ 
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Ⅲ 新たな取組 

【施策１】出会い・結婚・出産への支援 ～子どもの数を 0人から 1人へ～ 

 8割以上の人が、子どもを 1人以上欲しいと考えている中、実際の子どもの数では 0人が約 4割を占

めている状況です。子どもが欲しい人への支援を充実することで、理想とする子どもの人数を産み育

てることができる浜田市を目指します。 

重要業績評価指標（KPI） 
基準値 

（基準年度） 

目標値 
（目標年度） 

結婚新生活支援事業交付件数 ※目標値は 5年間の累計件数 
0 件 

（令和 2 年度） 

550 件 

（令和 7 年度） 

認定事業所数 ※目標値は 5年間の累計事業所数 
0 事業所 

（令和 2 年度） 

70 事業所 

（令和 7 年度） 

一般不妊治療費助成件数 ※目標値は 5年間の累計件数 
63 件 

（令和元年度） 

350 件 

（令和 7 年度） 

特定不妊治療費助成件数 ※目標値は 5年間の累計件数 
32 件 

（令和元年度） 

200 件 

（令和 7 年度） 

 （主な事業等） 

〇 男女の出会い創出事業【拡充】 

 ⇒ 民間団体が行う出会い創出を支援 

〇 結婚新生活支援事業【新規】 

 ⇒ 結婚に対し、国の「結婚新生活支援事業」による支援または、国の事業の対象から外れる場合

は、市独自の「結婚祝い金の支給」による支援 

〇 出会い・結婚・出産・子育て応援事業所認定事業【新規】 

 ⇒ 従業員の出会いから子育てを制度や休暇取得等によって応援している事業所を認定 

〇 産前産後家事支援サポーター派遣事業【拡充】 

 ⇒ 妊娠中から生後 6か月までの子どもを持つ親に対するおためし券の無料配布 

〇 不妊治療支援事業【拡充】 

 ⇒ 一般不妊治療・特定不妊治療ともに現行制度を拡充 

 

【施策２】第 3子以降の出生に向けた支援 ～理想の子どもの数へ～ 

 理想的な子どもの数が 3 人という数字が約 4 割を占めるなか、予定している子どもの数や実際の子

どもの数は 0人から 2人が大半を占めています。総合戦略の目標としている合計特殊出生率 2.17を目

指すため、3人目以降の出生について重点的に支援していくとともに、父親の家事・育児への参加を推

進し子育てへの負担軽減を図るなど、出生数の増加につなげる施策を展開します。 

重要業績評価指標（KPI） 
基準値 

（基準年度） 

目標値 
（目標年度） 

第 3子以降出生祝い金交付件数 
※目標値は 5年間の累計件数 

0 件 

（令和 2 年度） 

350 件 

（令和 7 年度） 

 （主な事業等） 

 ① 第 3子以降 子育て支援事業【新規】 

  ⇒ 第 3子以降の子どもに対し、次の支援を展開します。 

・出生祝い金支給    ・保育料無償化    ・保育所等給食費無償化 
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② その他の子育て支援事業 

 〇 ファミリー・サポート・センター運営事業【拡充】 

  ⇒ 生後 3か月から小学校 6年生までの子どもを持つ親に対し、新規登録時におためし券を無料配  

   布 

 〇 紙おむつ廃棄用ごみ袋配布事業【新規】 

  ⇒ 令和 3年 4月 1日以降に生まれ、かつ満 1歳までの新生児又は乳児の保護者に対し、紙おむつ

廃棄用のごみ袋を配布 

〇 学校給食費激変緩和対策事業【継続】 

   ⇒ 現行制度の延長 

〇 産前産後家事支援サポーター派遣事業（再掲） 

〇 出会い・結婚・出産・子育て応援事業所認定事業（再掲） 

 

【施策３】若者の暮らしやすいまちづくり ～若者の社会減を減らす～ 

 移住希望者と人手不足に悩む地元事業所とのマッチングを行う事業協同組合を支援するなど、若者

等の定住の促進を図ります。また、若者の暮らしやすいまちづくりに向けた新たな発想、施策を展開す

るため、異業種の若者が集い、語り合う場所を提供します。 

重要業績評価指標（KPI） 
基準値 

（基準年度） 

目標値 
（目標年度） 

15歳から 39歳までの人口 
10,740 人 

（令和 2 年度） 

10,000 人 

（令和 7 年度） 

※ 目標値は、若者世代が毎年 200人程度減少するという推計を踏まえ、減少幅を 150人程度にとどま

るよう設定 

（主な事業等） 

〇 特定地域づくり事業協同組合支援事業【新規】 

  ⇒ 浜田市に移住する若者等の市内企業への派遣やＵ・Ｉターン者が活躍できる場を創出し、定住

促進を図る 

※ 令和 3年当初予算においては「音楽を核とした定住促進事業」 

〇 はまだＩＴらぼ設置事業【新規】 

  ⇒ ＩＴを核としたワーキングスペースやシェアオフィスを設置し、若者の交流を図る 

〇 若者会議設置事業【新規】 

  ⇒ 若者で構成された組織を立ち上げ、若者の発想による新たな施策を実現 

〇 移住・定住情報サイト作成事業【新規】 

  ⇒ 若者等のＵ・Ｉターン者に特化した移住定住サイトの構築 

〇 看護学校学生等修学資金貸付事業【新規】 

  ⇒ 浜田医療センター附属看護学校等の学生への奨学金支給 
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【施策４】新たな生活様式への対応 ～新たな生活様式へ～ 

 新型コロナウィルスの感染拡大により、テレワークや新たな生活様式、地方への人口分散に対応す

るため、通信基盤の整備が最優先の課題と考え、全市に高速通信基盤を整備するとともに、その有効活

用に向けた地域情報化計画を策定するなど、デジタル推進（ＤＸ推進）に取組みます。 

重要業績評価指標（KPI） 
基準値 

（基準年度） 

目標値 
（目標年度） 

高速情報通信網 市内カバー率 
80.72％ 

（令和 2 年度） 

100% 

（令和 7 年度） 

地域情報化計画の策定 
0％ 

（令和 2 年度） 

100% 

（令和 7 年度） 

 （主な事業等） 

〇 高速情報通信基盤整備事業【新規】 

 ⇒ 市内のケーブルテレビ回線の光回線化 

浜田市は SDGs（持続可能な開発目標）を支援しています。 

表紙のロゴは、新たな取組をＳＤＧｓ17のゴールで表しています。 

 

 

 

 

 

 

SDGsとは：Sustainable Development Goalsの略であり、2015年 9月の国連サミットで採択



「浜田で出会い・結婚・出産・子育て」応援プログラム 「総合戦略追加施策」      【金額は事業費ベース】 

 出会い・結婚 妊娠・出産 子育て うち第 3子以降支援（再掲） 

相
談
等
で
応
援 

現
在
の
取
組 

□婚活支援 

 ～「はぴこ」等の婚活 

  支援団体と提携 

 

 

□妊婦健診・妊婦歯科健診(無料) 

□産前産後家事支援サポーター派遣事業(2時間 400円) 

□産婦健診（無料：産後 2週間・1か月） 

□産後ケア（利用料 0円～1,000円） 

□こんにちは赤ちゃん訪問 

□新生児聴覚検査(2,000円助成) 

□乳幼児健康診査(無料) 

□乳幼児健康相談(すくすく) 

□離乳食・幼児食教室(すくすく) 

□絵本無料配布(生後 5ヵ月児) 

□育児相談(子育て支援センター) 

□ファミリーサポート(30分 300円) 

 

新
た
な
取
組 

① 男女の出会い創出事業（拡充） 

【529千円/年】 

民間団体等が行う出会い創出支援 

⑤ 産前産後家事支援サポーター派遣事業(拡充)  

【216千円/年】 

 おためし券の無料配布 

⑩ ファミリー・サポート・センター運営事業(拡充) 

【60千円/年】 

おためし券の無料配布         

 

②・④ 出会い・結婚・出産・子育て応援事業所認定事業【505千円/年】 

（職員の出会いから子育てまでを応援し、働きやすい職場環境を整備することを宣言した事業所を「応援事業所」として認定） 

経
済
的
支
援 

現
在
の
取
組 

 □一般不妊治療支援 

・国制度なし ・市独自制度:上限 8万円/年間（3年間) 

□特定不妊治療支援 

・県:上限 15万円（治療内容により 7.5万円） 

(年齢で 3～6回) 

   初回 30万円(妻 43歳未満。夫婦所得 730万円未満)  

・市独自制度:7.5万円（治療内容により 3万円） 

(年齢で 3～6回、妻 43歳未満。所得制限なし) 

□児童手当 

 (3歳未満 1.5万円、3歳以上 1万円、 

  第 3子以降 1.5万円) 

□保育料の軽減 

・市の保育料 国基準の 6割 

・子ども数等に応じ 1/2、1/3軽減 

□子ども医療費助成 

・未就学児 負担なし 

□児童手当 

（1.5万円） 

 

□保育料の軽減 

（2/3又は 1/2） 

 

□子ども医療費助成 

・未就学児 負担なし 

新
た
な
取
組 

③ 結婚新生活支援事業 

【21,000千円/年】 

・結婚新生活支援事業（国） 

 要件：夫婦ともに 39歳以下 

世帯所得 400万円以下等 

支給額：上限 30万円 

・結婚祝い金支給事業（市独自） 

 要件：女性 43歳未満 

所得制限なし 等 

支給額：定額 10万円 

⑥ 不妊治療支援【300千円/年】 

□一般不妊治療支援(拡充) 

・市独自制度:上限 10万円/年間（3年間） 

（既存事業から上限 2万円の上乗せ） 

□特定不妊治療支援(拡充) 

・市独自制度:上限 12.5万円（治療内容により 5万円） 

（既存事業から上限 2万円～5万円の上乗せ） 

⑦ 第 3子以降出生祝い金支給【22,807千円/年】 

（30万円/回） 

⑧ 第 3子以降保育所等給食費無償化 

【16,318千円/年】 

⑨ 第 3子以降保育料無償化【12,738千円/年】 

⑪ 紙おむつ廃棄用ごみ袋配布【0円/年】 

⑫ 学校給食費激変緩和対策事業【7,000千円/年】 

 

【51,863千円/年】 

⑦ 第 3子以降出生祝い金支給 

⑧ 第 3子以降保育所等給食費無償化 

⑨ 第 3子以降保育料無償化 

 

現在の取組（白色） 事業費総額：約 11億円/年  

 

新規・拡充（黄色） 事業費総額：74,473千円/年（⑫を除く） 

※一般財源：66,120千円/年（⑫を除く） 

 



 

その他 総合戦略追加項目 

活
動
等
を
応
援 

新
た
な
取
組 

⑬ 特定地域づくり事業協同組合支援事業【10,927千円/年】 

浜田市に移住する若者等の市内企業への派遣やＵ・Ｉターン者が活躍できる場を創出し、定住促進を図る。 

※ 令和 3年当初予算においては「音楽を核とした定住促進事業」で計上 
 

⑭ はまだＩＴらぼ設置事業【未定】 

 まちなか（商店街等）にある空き家スペースを活用し、ＩＴを核としたワーキングスペースやシェアオフィスとの複合施設を公営で設置し、若者の交流を図る。 

 

⑮ 若者会議設置事業【380千円/年】 

若者で構成した会議を立ち上げ、若者自らが企画・提案した内容を事業化していく。 

 

⑯ 移住・定住情報サイト作成事業【1,385千円/年】 

 若者等のＵ・Ｉターン者に特化した移住定住サイトを構築する。 

 

⑰ 看護学校学生等就学資金貸付事業【22,680千円/年】 

 市内外から浜田医療センター附属看護学校に優秀な生徒の確保を目的とするとともに、浜田市内の看護職従事者の安定的な確保を図る。 

 

⑱ 高速情報通信基盤整備事業【2,513,340千円（令和 2年度～令和 8年度）】 

市の所有するケーブルテレビ回線を光回線へ改修する。 

 

 

 



令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

統合協議組織
（市・石見CATV）

三隅自治区
地域協議会

住民
（三隅自治区）

光回線工事

ケーブルテレビ
番組審議会

地域情報化
計画

報告

IP電話
利用状況調査

協議

局
統
合

宅内工事光回線整備工事

検討

協議 協議

三隅自治区
住民説明会

協議

検討 検討

計画策定 計画実施

三隅
光回線切替

統合準備

三隅CATV 番組審議会（7名）

石見CATV 番組審議会（8名+2名） ※三隅の審議会から2名参加石見CATV番組審議会（8名)
石見CATV番組審議会
（8名+2名）

■統合スケジュール（案）

市内ケーブルテレビの今後について 令 和 3 年 3 月 4 日
総 務 文 教 委 員 会
地域政策部政策企画課



■三隅CATVの業務や体制比較

三隅CATV

業務等
業務内容

体制（案）

備考令和3年2月～令和5年3月
（チャンネル統合時）

令和5年4月～
（局統合時）

①自主放送
三隅CATVの自主番組を放送
する

石見CATV
（122Chにて浜田市[三隅]の行政情報を放送）

石見CATV
（既存自主番組を市の番組として制作し放送）

②番組制作 三隅CATV自主番組の制作
三隅CATV
（平成26年度から石見CATVに番組制作を委託）

石見CATV
（既存自主番組を市の番組として制作し放送）

三隅局舎で継続

③窓口業務 三隅局舎での窓口対応 三隅CATV 石見CATV 三隅局舎で継続

④放送業務
民放、CS等の番組を三隅自
治区に再送信する業務

三隅CATV 石見CATV

⑤修理対応
三隅自治区の修理問合せに対
し、訪問等の対応を行う

三隅CATV 石見CATV

⑥顧客管理 三隅自治区の契約者の契約先
（料金支払い、各種手続き先）

三隅CATV 石見CATV

⑦制作スタッフ 三隅CATVで映像制作を行っ
ているスタッフ

三隅CATV 石見CATVで継続雇用 三隅局舎で継続

⑧三隅局舎
ひゃこるネットみすみ情報ス
テーション

三隅CATV 石見CATVへ一部貸付
（石見CATVが映像制作、窓口業務等継続）

⑨放送免許
三隅CATVの国への放送許可
の届け出

三隅CATV 廃止

⑩市の職員
三隅CATVに所属する正規職
員及び会計年度任用職員

三隅CATV 配置無し

⑪市の条例
浜田市ケーブルテレビ施設条
例

三隅CATVの運用に関すること 施設等を貸し出せるよう改正



（1）定点カメラ 変更点（三隅自治区抜粋）

場所 継続 新規 備考

はりも山 〇 - 河川カメラ

三隅大橋 〇 - 河川カメラ

浄蓮寺峠 〇 - 道路カメラ

御部ダム 〇 - 河川カメラ

周布地峠 〇 - 道路カメラ

三隅神社 × -

データ放送での掲載は無い。
今後活用方法について検討。

大平桜 × -

井川桜 × -

岡見川御幸橋付近 - 〇 河川カメラ

三隅トンネル東 - 〇 道路カメラ

※浜田市全体の設置数

・河川カメラ10件（うち三隅4件）

・道路カメラ14件（うち三隅3件）
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■チャンネルの統合による主な変更点について



（2）防災情報チャンネル変更点（三隅自治区抜粋）
旧お天気チャンネル 変更事項

・エリアの天気 ―

・ピンポイント ―

・週間天気 ―

・実況天気 ―

・ウェザーリポート
（視聴者コメント紹介）

新システムでは非対応

・注意報・警報 ―

・雨雲レーダー ―

・衛星画像 ―

・天気図 ―

・ポイント解説
（文字による丁寧な解説）

新システムでは非対応

・全国の天気 ―

・時間雨量 （1時間降水量） ―

・累計雨量 （24時間降水量） ―

・水位実況 （河川の水位） ―

・水位グラフ（河川断面図）
※情報の削除はないが、掲示場所に注意
ｄボタン⇒防災・防犯情報⇒河川水位・土砂災害情報

⇒河川水位情報

・風と波 三隅各地区表示が、浜田市沿岸部、山間部の2種に変更

・日の出日の入 ―

・潮まわり （潮の干満） ―



■その他Q＆A

Q IP電話の今後の対応は？

A アンケートにより利用者のご意見を聞き、実態に沿った代替案を検討いたします。

Q 防災設備は有線で考えているのか。

A 今回整備する光回線網を活用した、有線での整備を検討しています。

詳細が決まり次第、お知らせいたします。

Q 統合後の既存自主制作番組の内容決定権や著作権はどうなるのか。

A 統合後の週間タウン情報等の自主制作番組については、石見CATVに制作を依頼す
ることになりますが、市が番組内容を決め、市が著作権を持つことになります。

Q データ放送を活用してもらいたい。

A データ放送を活用するよう、市の全職員に研修を行っているところです。
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浜田 deしごと合宿インターンシップ事業について 

 

（目的） 

Ｕ・Ｉターンや大学生等に対し、体験ツアーやインターンシップを通じて、市内事業所 

及び地域への理解を深めていただき、移住就業者の確保と定住促進を図る。 

 

1 特設ウェブサイトの運用 

Ｕ・Ｉターン検討者へインターンシップの内容や受入事業所の紹介、イベント情報の掲

載を行い、浜田市内の事業所や地域の魅力を発信した。 

  〔開設日：令和 2 年 7月 20日（月）、閲覧数：4,651PV（令和 3年 2 月 8日現在）〕 

 

2 浜田市の魅力発見オンラインツアーの開催  

  地元住民やＵ・Ｉターン者との交流等を通じて、浜田での暮らしぶりや地域の魅力を発

信するイベントを実施した。 

なお、新型コロナウイルス感染症の影響により、オンラインで開催した。 

浜田市の魅力発見オンラインツアー 

日 時 令和 3 年 1月 17日（日）14 時～15時 30分 

場 所 hamairo、まるばらまちラボラトリー（ZOOM開催） 

参加者 10名（東京都、大阪府、広島県等） 

内 容 浜田の元気な女性対談、Iターンした先輩の話、Uターン女性の話 

参加者

の感想 

・とにかく人柄の温かい方が多いなという印象でした！人が魅力的です。 

・素敵なゲストの皆さまでした。こんなに元気がある街は本当に魅力的だと

思います。 

・案内していただいた皆様と、直接お会いしたいと思いました。自然と食事、

温泉で非日常の時間を過ごしたいなと感じました。 

 

3 インターンシップの開催 

協力事業所毎にインターンシッププログラムを作成して受入体制を整備し、マッチング

の上、短期のインターンシップを実施した。 

令和 3年 2月 25日現在 

 社会人インターンシップ 学生インターンシップ 

受 入 期 間 
令和 2 年 8月 1日（土）～ 

令和 3 年 3月 31日（水） 

令和 3 年 1月 22日（金）～ 

令和 3 年 2月 5日（金） 

協力事業所 18社 17社 

受入事業所  4社   2社※ 

業 種 農業、製造業、サービス業、情報通信業 情報通信業、児童福祉事業※ 

受 入 人 数 延べ 8 名   2名※ 

体 験 期 間 半日～3 日 半日～2 日 
※学生インターンシップについては、4社（情報通信業、児童福祉事業、観光業、港湾運送業)に 5名
が参加する予定であったが、新型コロナウイルス感染症の影響により、一部受入れを中止された。 

令 和 3 年 3 月 4 日 
議会総務文教委員会資料  

地域政策部定住関係人口推進課   



 

 

 

ＪＲ三保三隅駅の係員対応時間の変更について 

 

 

ＪＲ西日本では、経営環境の変化を踏まえた駅の運営体制の見直しとして、 

3 月 13 日（土）から、三保三隅駅のきっぷ販売や対応の変更をされます。 

有人窓口を廃止するとともに、新たに券売機を設置されます。 

 

時  期 有人窓口 券売機※ 係員対応時間 

【現行】 

3 月 12 日（金）まで 
6：50～17：50 － 6：50～17：50 

3 月 13 日（土）から 

3 月 31 日（水）まで 
－ 5：15～23：45 7：00～18：00 

4 月 1 日（木）から － 5：15～23：45 
6：55～8：10 

※週 2,3 回の対応 

※ 新たに設置される券売機は、通学定期券の新規発売及び遠方への旅行の 

きっぷ購入は不可。（浜田駅又は益田駅で購入可。） 

 

利用者周知は、3 月上旬に三保三隅駅へ掲示される予定です。 

 

令 和 3 年 3 月 4 日 

総 務 文 教 委 員 会 資 料 

地域政策部まちづくり推進課 



 

 

（仮称）杵束コミュニティ施設（杵束まちづくりセンター）の  

完成について  

 

（仮称）杵束コミュニティ施設の整備については、公共施設再配置

実施計画に基づき、浜田市弥栄老人福祉センターと浜田市老人憩いの

家の 2 施設を複合化によって 1 施設とするため、令和元年度から 3 ヵ

年で整備を進めており、建物が完成しましたので報告します。  

 

1 （仮称）杵束コミュニティ施設の概要  

予 定 地 浜田市弥栄町木都賀イ 526 番地 4 

建 物 完 成 日 令和 3 年 2 月 19 日  

構       造 木造平屋建て  

延 床 面 積 612 ㎡（既存施設延床面積の 7 割以下）  

主 な 用 途 杵束公民館、弥栄図書館、弥栄支所杵束出張所  

 

2 （仮称）杵束コミュニティ施設スケジュール  

令和 3 年 2 月 19 日：竣工検査  

3 月 29 日：落成式  

4 月 01 日：供用開始  

令和 3 年度  解体工事・外構工事  

 

3 現状写真  

      

 

令 和 3 年 3 月 4 日 

総 務 文 教 委 員 会 資 料 

教 育 部 弥 栄 分 室 

生 涯 学 習 課 



 

 

弥栄サービスステーションの支援の状況について（報告） 

  

令和 2 年 6 月 26 日全員協議会で、弥栄サービスステーション維持支援補助金の予

算執行保留について解除していただきました。その後のサービスステーションへの支

援の状況等について、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

1 弥栄サービスステーションを応援する会の活動状況 

 (1)周知活動 

ア 町内全集落へ入会の依頼    全 26集落  

 イ ＳＮＳの活用 

(2)会員特典 

スタンプカード、クーポン券の発行  

    幟旗の町内設置  

 

 

 (3)会員加入状況 

                             (単位：人) 

区  分 2/14現在（8/31時点） 初年度計画【最終】 

正 会 員 134（114） 118  【177】 

賛助会員 242（203） 219  【328】 

計 376（317） 337  【505】 

 

(4)会費収入状況 2月 14日現在  1,953千円（初年度計画：1,634千円） 

 

 

2 JA弥栄サービスステーションの状況 

 令和 2年 1月～12月 

 計画 実績 

収益計 10,536,000円 15,792,931円 

経費計 8,985,000円 14,274,878円 

収支（税引前） 1,551,250円 1,518,053円 

 

令 和 3 年 3 月 4 日 

総 務 文 教 委 員 会 資 料 

弥 栄 支 所 防 災 自 治 課 

幟旗 

  



 

 

 

 

 

 

浜田市立小中学校統合再編計画

（案） 

 

 

 

 

 

 

 

令和 3年 3月 

浜田市教育委員会

令 和 3 年 3 月 4 日 

総 務 文 教 委 員 会 資 料 

教 育 委 員 会 教 育 総 務 課 



 

 

目 次 

 

1 児童生徒数及び学校施設の現状 ・・・・・・・・・・・・・・・・・1 

2 計画の位置付け・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2 

 3 学校統合再編に当たっての基本方針 ・・・・・・・・・・・・・・・3 

 4 具体的な学校統合再編計画・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4 

  （1）学校統合再編の方針・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4 

  （2）学校統合再編に当たっての具体的方策・・・・・・・・・・・・ 5 

  （3）学校統合再編に当たっての留意点・・・・・・・・・・・・・・ 9 

 5 おわりに・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

1 

 

1 児童生徒数及び学校施設の現状 

 本市の児童生徒数は、平成 24 年度（2012 年度）に 4,295 人（小学校 2,855

人、中学校 1,440人）であったものが、8年後の令和 2年度（2020年度）には

3,733人（小学校 2,488人、中学校 1,245人）と 562人減少（小学校▲367人、

中学校▲195人）し、さらに、8年後の令和 10年度（2028年度）には 3,348人

（小学校 2,147人、中学校 1,201人）と令和 2年度に比べて 385人減少（小学

校▲341人、中学校▲44人）することが見込まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特に小学校では 1 学年 1 学級という学校が 16 校中 9 校、また、複式学級の

ある学校は 6校という状況である。 

学校は、確かな学力を身に付ける場であるとともに、児童生徒が集団生活を

とおして多様な考えや体験ができ、切磋琢磨しながら社会性を培う場でもあり、

一定規模の集団を確保することが望ましいものと考えられる。 

また、安全で豊かな教育環境を実現するために、学校施設の様々な課題に対

しても、早期に改善、充実を図っていく必要がある。 

特に本市は学校施設の老朽化が進み、小・中学校 25校のうち 10校は、築 40

年を経過している。 

このうち、校舎棟残耐用年数が 10 年未満の学校は次表（学校施設長寿命化

計画調査結果一覧表）の 4校であり、計画的な整備改修が必要である。 

このような中、浜田市立学校統合計画審議会からの答申を尊重しつつ、該当 

する各地区で開催した答申の説明会において出された意見等を考慮しながら、 

このたび、浜田市立小中学校統合再編計画を策定した。 

 

▲708 人 
▲24.8% 
（H24実績値） 

▲239 人 
▲16.6% 
（H24実績値） 
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学校名 建物名 建築年度 経過年 評価

西暦 (和暦) 2017
1.

屋根屋上

2.

外壁

3.

内部仕上

4.

電気設備

5.

機械設備

校舎 1955 (S30) 62 B C C C C

校舎 1956 (S31) 61 C C C C C

校舎 1957 (S32) 60 C C C C C

体育館 1959 (S34) 58 C C C C C

校舎 1961 (S36) 56 D D C C C

体育館 1965 (S40) 52 B C C C C

校舎 1940 (S15) 77 C B C C C

校舎 1940 (S15) 77 C B C C C

体育館 1973 (S48) 44 B B C C C

校舎 1954 (S29) 63 A B C C C

校舎 1959 (S34) 58 B C C C C

体育館 1961 (S36) 56 C B C C C

校舎 1989 (H1) 28 A B Ｂ B B

校舎 1992 (H4) 25 B B Ｂ B B

雲雀丘小学校

石見小学校

美川小学校

第四中学校

〔参考資料〕 

●学校施設長寿命化計画調査結果一覧表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（平成 29年度調査より抜粋） 

※経過年凡例        

 

 

 

 

※評価凡例 
〇目視による評価         〇経過年数による評価  
（１．屋根・屋上、２．外壁）       （３．内部仕上げ、４．電気設備、５．機械設備） 

                        

 

 

 

 

 

 

 

2 計画の位置付け 

  本計画は、「浜田市総合振興計画」及び「浜田市公共施設再配置実施計画」

に基づき、市内小中学校の教育環境の適正化を推進するための方向性を示す

ものである。 

  ただし、児童生徒数の推移や学校施設の状況等により、必要に応じて見直し

をする。 

 

評価

A

B

C

D 早急に対応する必要がある

（安全上、機能上、問題あり）

（躯体の耐久性に影響を与えている）

（設備が故障し施設運営に支障を与えている）等

基準

概ね良好

部分的に劣化（安全上、機能上、問題なし）

広範囲に劣化（安全上、機能上、不具合の兆し）

5 ：20年未満

30 ：20年以上40年未満

50 ：40年以上

評価

A

B

C

D 経過年数に関わらず著しい劣化事象がある場合

基準

20年未満

20年以上40年未満

40年以上
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3 学校統合再編に当たっての基本方針 

  

 

 

  

 

 

（1）学校施設 

学校施設の老朽化が進み、施設の改修は行ってきたものの、今後、大規模 

な改修または建替を行わなければならない学校施設がある。 

子どもたちがより良い施設環境で過ごすために、当市の財政状況も踏まえ

つつ、学校統合と学校建設を行い、課題の改善を図るものとする。 

 

（2）教育活動 

   小規模校においては、一人ひとりの子どもに目が届きやすくきめ細やか

な指導が行いやすいといった良さがある。 

一方、人間関係や役割分担が固定化しやすいこと、集団の中で多様な考え

方に触れる機会や切磋琢磨する機会が少ないこと、中学校の部活動において

は、その選択肢が限定されるなどの課題があるため、ある程度の学校規模を

確保し、課題の改善を図るものとする。 

 

（3）学校運営と教職員配置 

   学校の小規模化が進むことで、教職員の人数も減るため、教職員 1 人当

たりの校務分掌が複数になること、また学校組織として学習指導や生徒指

導等について、相談、研究が行いにくいなどの課題があるため、ある程度の

学校規模を確保し、課題の改善を図るものとする。 

 

 

 

 

 

 

今回の計画は、特に基本方針の中の『（1）学校施設』の対

応を最優先として策定した。 

 

基本方針 

 

最重要方針 

 

学校の教育環境改善を行うため、以下の 3 点の基本方針

に基づき学校の統合再編を行う。 
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4 具体的な学校統合再編計画 

（1）学校統合再編の方針 

〈小学校〉 

原井小学校 雲雀丘小学校を統合 

雲雀丘小学校 原井小学校へ統合 

石見小学校 新たな校舎を建設 

美川小学校 新たな校舎を建設 

 

〈中学校〉 

第三中学校 第四中学校を統合 

第四中学校 第三中学校へ統合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小学校 16校 

中学校  9校 

合 計 25校 

現在の学校数 

 

小学校 15校（▲1校） 

中学校  8校（▲1校） 

合 計 23校（▲2校） 

再編後の学校数 

 

昭和 31年建築の雲雀丘小学校 昭和 29年建築の第四中学校 
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（2）学校統合再編に当たっての具体的方策 

①雲雀丘小学校を原井小学校へ統合  【統合目標年度】 令和 6年度  

雲雀丘小学校の施設は、建築後 65 年を経過し、耐震化工事や校舎床張り

替え工事等を行ってきたが老朽化が著しい状況である。 

校区は原井町及び笠柄町のみであり、未就学児の進学割合の過去の数値を

見ると 3割程度が他地域へ転居している地域であることから、児童数は、各

学年とも 10人前後で、今後も大幅な増加は考えにくい状況である。 

また、周辺には通学可能な小学校が複数設置されているが、このうち原井

小学校は平成 16 年度に建設され、同じ浜田地区にあるため、原井小学校と

統合することとする。 

このことにより、施設の老朽化の課題、大きい集団の中で多様な考え方に

触れる機会や切磋琢磨する機会の確保、人間関係や役割分担が固定化しやす

い課題の改善を図るものとする。 

 

〇統合後の児童数と学級数（見込）  

令和 6年度 区分 1年 2年 3年 4年 5年 6年 
特別 

支援学級 合計 

原井小学校 
児童数 23 26 26 23 38 33 - 169 

学級数 1 1 1 1 2 1 2 9 

雲雀丘小学校 
児童数 13 13 13 11 13 11 - 74 

学級数 1 1 1 1 1 1 2 8 

   ※令和 2年度教職員算定資料等を基に積算 

 

令和 6年度 区分 1年 2年 3年 4年 5年 6年 
特別 

支援学級 
合計 

原井小学校 

（統合後） 

児童数 36 39 39 34 51 44 - 243 

学級数 2 2 2 1 2 2 2 13 

      

〇統合のスケジュール（案） 

 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

実
施
事
項 

      

 

保護者・地域との協議 

統合 

計
画
（
案
）
の
策
定 

計
画
（
案
）
の
説
明
会 

計
画
の
決
定 

交流学習

の実施 

跡地利用の検討・決定 
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②第四中学校を第三中学校へ統合 【統合目標年度】 令和 6年度  

第四中学校の施設は、建築後 66年を経過し、耐震化工事や屋上防水改修工 

事等を行ってきたが老朽化が著しい状況である。 

加えて、生徒数は、各学年とも 10人前後であり、今後も大幅な増加は考え 

にくい状況である。 

また、より適正規模に近いクラス編成が可能になることや部活動の選択肢が 

広がることから、第三中学校と統合することとする。 

このことにより、大きい集団の中で多様な考え方に触れる機会や切磋琢磨す 

る機会の確保、人間関係や役割分担が固定化しやすいこと、同じ教科を担当す

る教員を複数配置することができず、教員に対する負担が大きいことなどの課

題の改善を図るものとする。 

 

〇統合後の生徒数と学級数（見込） 

令和 6年度 区分 1年 2年 3年 
特別 

支援学級 
合計 

第三中学校 
生徒数 79 112 84 - 275 

学級数 3 3 3 2 11 

第四中学校 
生徒数 14 12 9 - 35 

学級数 1 1 1 1 4 

※令和 2年度教職員算定資料等を基に積算 

 

 

 

令和 6年度 区分 1年 2年 3年 
特別 

支援学級 
合計 

第三中学校 

（統合後） 

生徒数 93 124 93 - 310 

学級数 3 4 3 2 12 

 

〇統合のスケジュール（案） 

 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

実
施
事
項 

      

 

保護者・地域との協議 

統合 

計
画
（
案
）
の
策
定 

計
画
（
案
）
の
説
明
会 

計
画
の
決
定 

交
流
学
習
の
実
施 
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③美川小学校は現地付近での建設 

【新校舎利用開始目標年度】 令和 9年度  

美川小学校については、建築後 80 年を経過し、耐震化工事や雨漏り修繕

改修工事等を行ってきたが老朽化が著しい状況である。 

また、極少人数学級（複式学級）の解消が必要な小規模校であり、適正規

模に課題はあるが、通学に問題があることや地域コミュニティの存続及び発

展の中核的な公的施設と位置付けられるため、放課後児童クラブの併設や防

災機能を併せ持つような複合施設として建設する。 

 

〇建設スケジュール（案） 

 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 
令和 7年度～ 

令和 8年度 
令和 9年度 

実
施
事
項 

      

 

 

 

  

 

  

   

  

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

昭和 15年建築の美川小学校 

校庭等整備 
屋体建設 
校舎建設 

新校舎 
利用開始 

実施設計 

建設用地
整備 

基本設計 
測量設計 

準備・調整
期間 

（国等関係機関） 
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④石見小学校は現地付近での建設 

【新校舎利用開始目標年度】 令和 12年度  

石見小学校については、建築後 59 年を経過し、耐震化工事や外壁修繕工

事等を行ってきたが老朽化が著しい状況である。 

さらに、浜田市の中心に位置し、児童数も市内で一番多い小学校であるた

め施設の現地付近での新築建替えを行う。 

 

〇建設スケジュール（案） 

 
令和 5年度～ 

令和 7年度 
令和 8年度 令和 9年度 

令和 10年度～ 

令和 11年度 
令和 12年度 

実
施
事
項 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昭和 39年建築の石見小学校 

新校舎 
利用開始 

基本設計 
測量設計 

実施設計 校舎建設 

屋体建設 
校庭整備 

準備・調整期間 
（国等関係機関） 
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（3）学校統合再編に当たっての留意点 

 ア．通学路の安全確保 

  統合により通学距離が延長されるが、現在の規定（文部科学省作成）『公

立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引』では、通学距離に

ついては小学校でおおむね 4キロメートル以内、中学校でおおむね 6キロメ

ートル以内であることが妥当であるとされている。ただし、通学路等の安全

対策の観点から過去の学校統合では柔軟な対応を行ったケースもあるため、

今後、通学路の安全確保について、道路改良及び標識の設置、スクールバス

の導入等も含めて検討する。 

また、閉校になった学校の地域において、新たな見守り隊を発足し、子ど

もたちの通学を見守る活動を行っている事例もあるため、地域と連携して通

学路の安全確保を検討していく。 

 

 イ．統合後の旧校舎等の利活用 

  統合に伴い、学校として使用しなくなった施設等の利活用については、施  

 設の状況や地域住民の意見を十分に考慮しながら、市として総合的に活用策 

 を検討していく。 

 

ウ．その他 

  学校統合再編計画の実施に当たっては、該当校区の保護者や地域の方々の

意見を十分に伺うとともに、学校統合への理解が得られるよう最大限の努力

をする。 

 

5 おわりに 

全国的に少子高齢化が進む中、本市においても児童・生徒数が減少している。

そのような状況の中、将来を担う子どもたちの確かな学力や豊かな心、健やかな

体を育むためには、いかに社会が変化しようと、自ら学び、考え、よりよく問題

を解決するために主体的に判断し、「生きる力」を育成することが重要となって

いる。 

今回の学校統合再編計画で方針を示した 4校（雲雀丘小学校、第四中学校、美

川小学校、石見小学校）のほか、建築後 40年を経過している残りの 6校のうち

雲城小学校、今福小学校、金城中学校、弥栄中学校については、今までの統合の

経緯や地域性に配慮し、今回の計画では現状どおりとし、次期計画時に検討する。 

さらに、松原小学校、第二中学校については経年による機能低下はあるものの

耐用年数に達していないため、次期計画時に検討する。 
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令和２年度島根県学力調査結果（概要）について 

浜田市教育委員会 

１ 調査の概要 

（１）目的 

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため臨時休業等が行われ、各学校において教育課

程の見直し等の様々な工夫により教育活動の充実が図られる中、学習指導要領における各

教科の目標や内容に照らした学習の状況及び学習や生活に関する意識や実態を客観的に

把握し、児童生徒に必要な指導・支援を行うとともに、今後の学校における指導と教育施

策の一層の改善・充実に資する。 

 

（２）調査日  令和２年１２月８日（火） 

 

（３）実施対象学年及び実施教科等 

小学校５・６年生：国語・算数 

中学校１・２年生：国語・数学・英語 

※ 全対象学年に、「生活・学習意識に関する調査」を実施 

 

（４）用語説明 

「平均正答率」  各学年・教科において、児童生徒個人が正答した問題の割合（％）を

県または市町村単位で平均した値。 

「標準スコア」  全国の正答率を５０としたときの換算値 

 

２ 島根県・浜田市全体の平均正答率及び全国・浜田市全体の標準スコア 

 国語 算数・数学 英語 

 

小５ 

 

市平均正答率 

県平均正答率 

市－県 

市標準スコア 

市―全国標準 

６０．２ 

６０．６ 

－０．４ 

４６．２ 

－３．８ 

５３．３ 

５７．６ 

 －４．３ 

４５．３ 

－４．７ 

 

 

小６ 

 

市平均正答率 

県平均正答率 

市－県 

市標準スコア 

市―全国標準 

６０．５ 

６２．７ 

－２．２ 

４６．３ 

－３．７ 

５９．２ 

６２．９ 

－３．７ 

４５．８ 

－４．２ 

 

 

中１ 

 

市平均正答率 

県平均正答率 

市－県 

市標準スコア 

市―全国標準 

７２．２ 

７０．９ 

 １．３ 

５０．５ 

 ０．５ 

５５．９ 

５７．４ 

－１．５ 

４９．６ 

－０．４ 

６１．３ 

６２．４ 

－１．１ 

４９．４ 

－０．６ 

 

 中２ 

 

市平均正答率 

県平均正答率 

市－県 

市標準スコア 

市―全国標準 

６６．９ 

６８．０ 

－１．１ 

４８．０ 

－２．０ 

５３．４ 

５６．２ 

－２．８ 

４７．９ 

－２．１ 

５０．７ 

５４．４ 

－３．７ 

４８．４ 

－１．６ 

令和 3 年 3 月 4 日 

総務文教委員会資料 

教育委員会学校教育課 
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３ 各教科の状況 

（１）教科の全体的な状況について 

  ・小学校について全国と比較すると、国語、算数ともに全国平均を下回り、課題がある。 

  ・中学校について全国と比較すると、国語、数学、英語ともに全国平均と同程度であり、概

ね良好な状況である。 

  ・小学校５年については、国語は県平均とほぼ同率、算数が－４．３P の差である。小学校

６年については、国語が県平均とー２．２P、算数は、－３．７P の差であった。 

  ・中学校 1 年については、国語、数学、英語ともに県平均との差が±２P 以内でありほぼ同

率である。中学校２年については、国語が県平均とー１．１P でほぼ同率、数学は－２．

８P、英語は－３．７Ｐの差となった。 

（２）各教科の結果からみられる成果（○）と課題（▲）、考えられる指導ポイント（★） 

＜国語＞ 

   ○中学校１年においては、1.3Ｐではあるが県平均を上回っている。領域別では、「書く」

「伝統的な言語文化と国語の特質」で県平均を上回っている。また、記述式の解答形式

においても県を上回っている。 

   ○小学校 5 年についても「書く」領域で県平均を上回っている。 

   ○小学校 5 年から中学校 2 年生までの県平均との差は、1.3P から-2.2 の間であり、ほ

ぼ県平均と同程度である。 

○記述問題については、小学校５年が 0.6P、中学校 1 年が 5.0Ｐ県平均を上回っている。

小学校 6 年、中学校 2 年は県平均と同程度である。 

▲全国と比較すると、小学校 5 年、6 年ともに「書く」領域に課題がある。 

▲該当学年児童生徒の平均正答率を前年度と比較すると、中学校 1 年は－0.3Ｐ→1.3Ｐ

と上昇しているが、小学校 6 年は－0.9Ｐ→－2.2Ｐ、中学校 2 年は 1.0P→－1.5P と

下がっている。 

   ▲「読む」領域について、小学校 5 年は－0.5Ｐ、小学校 6 年は－4.9Ｐ、中学校 1 年は

－0.3Ｐ、中学校 2 年は-1.0P 下回っている。 

★今後も図書館活用教育、調べる学習等の取組を継続していくことで、「読む」力を育て

ていくことが重要である。 

 ＜算数･数学＞ 

○中学校１年は県平均と同程度である。 

▲全国と比較すると、小学校 5 年は「図形」領域、6 年は「数と計算」領域で課題がある。 

▲小学校 5 年は－4.3P、6 年は－3.7P、中学校 1 年は－1.5P、2 年は－2.8P と全ての

学年において県平均を下回っている。 

▲該当学年児童生徒の平均正答率を前年度と比較すると、中学校 2 年は－3.9P→－2.8P 

と約１P上昇しているが、小学校 6年は－1.5P→－3.7P、中学校 1年は 1.0P→－1.5P

と下がっている。 

▲小学校 5 年及び中学校２年は、「図形」領域の正答率が、他の領域より低い。 

▲小学校 6 年は、「数と計算」領域の正答率が、他の領域より低い。 

▲いずれの学年においても、記述式（設問中にある考え方等を活用して解決方法を説明し

たり、結果を説明したりする）に課題がある。 

★積み上げが必要であり、スモールステップによる確実な定着をめざすことや、授業中に

おける「適用問題」の確実な実施等の取組により、多くの問題解決体験が必要である。

また、習熟度別の学習などにより、中位層を上位層へ引き上げていくことも必要である。 

 ＜英語＞ 

   ○中学校1年は県平均と同程度であり、記述問題における無回答率は県平均よりやや低い。 

   ▲該当学年生徒の平均正答率を前年度と比較すると、中学校 2 年は－3.6P→－3.7P と下

がっている。 
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   ▲中学校 1 年は、複数の資料からの読み取りと、正しい語順で英文を書くことに課題があ

る。 

   ▲中学校 2 年は、「聞く」「読む」「書く」の全領域において県平均を下回っており、特に

「書く」領域に課題がある。 

★授業で生徒が英語に触れる機会を充実させ、授業を英語によるコミュニケーションの場

にしていくことが必要である。 

★目的、場面、状況を設定し、生徒が英語を使って気持ちや考えを伝え合うなどの言語活

動を充実させていくことが必要である。 

★聞いたり読んだりしたことについての感想や意見のやりとりをし、その内容について、

まとまった英語を書くといった領域統合の活動をしていくことが必要である。 

 

４ 生活・学習に関する意識調査の状況 

（１）授業改善に関わること 

  ・平成 26 年度より追跡調査を行っていた下記質問項目が本年度の学力調査からは削除され

ていた。したがって、島根県学力調査に併せ浜田市独自で調査した。小学校 6 年と中学校

３年について本年度と昨年度の経年比較をした。 （下線は、５Ｐ以上の向上） 

      質 問 項 目 小学校 6 年 中学校 3 年 

令和元 令和２ 令和元 令和２ 

①授業の中で目標（めあて・ねらい）が示され

ていた 

92.7 88.2 88.4 93.4 

②授業では、自分たちで課題を立てて、その解

決に向けて情報を集め、話し合いながら整理し

て、発表するなどの学習活動を行っていた 

85.4 87.4 73.9 88.9 

③自分の考えを発表する機会が与えられていた 93.4 86.8 87.6 96.6 

④課題解決に向かい自分で考え自分から取り組

んでいた 

77.3 77.1 75.6 91.8 

⑤授業では、話し合う活動をよく行っていた 92.2 90.4 82.1 93.9 

⑥話し合う活動を通じて自分の考えを深めたり

広げたりできていた 

74.2 82.1 71.0 93.1 

⑦授業の最後に学習を振り返る活動を行ってい

た 

84.4 76.3 55.0 76.3 

・中学校においては、全ての項目において、肯定的割合が昨年度より上昇している。「主体的・

対話的で深い学び」に向けた授業改善が進んできていると捉えている。小学校においては、

2 項目を除いて、若干昨年度を下回った。しかし、「話し合う活動を通じて自分の考えを深

めたり広げたりできていた」が 5 ポイント以上上昇していることから、「対話的で深い学

び」に向けた授業改善は徐々に進んできていると捉えている。県全体においても「主体的・

対話的で深い学び」への取組が推進されている。教職員の意識の向上と共に、児童生徒の

学びに向かう意識の向上が見られる点を評価し、質の向上に向けて地道に取り組んでいき

たい。 

（２）家庭学習について 

  ・「1 日に 1 時間以上家庭学習をする児童生徒の割合」は、小学校５年は県の割合と同程度

であるが、小学校 6 年は－3.6P、中学校 1 年は－4.4P、2 年は－5.0P 下回っている。 

（３）メディアについて 

  ・「1 日に 2 時間以上テレビ、ビデオ、DVD を見たり聞いたりしている児童生徒の割合（勉

強のためやテレビゲームを除く）」は、小学校 5 年は 5.3P、６年は 3.0P、中学校 1 年は

3.9P、中学校 2 年は 7.3P 県の割合より多い。 
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・「1 日に 2 時間以上携帯電話やスマートフォンを使う児童生徒の割合（勉強のためを除く）」

は、小学校 5 年は 0.2P、6 年は 6.5P、中学校 1 年は 1.3P、2 年は 10.9P 県の割合よ

りも多い。 

（４）読書及び学校図書館活用について 

  ・「1 日に 30 分以上読書する児童生徒の割合」は、中学校 2 年が 9.2P 県の割合を上回り、

小学校及び中学校１年は県と同程度である。 

  ・「学校図書館を使った授業は、ほかの授業を行うときにも役立つと捉えている児童生徒の割

合」は、小学校 5 年が 2.6P、中学校 2 年が 0.4P 県の割合を上回っているが、小学校 6

年は－3.8P、中学校 1 年が－0.4P 県の割合を下回っている。 

 

 

５ 今後の対応 

（１）全ての小中学校への学校訪問指導を実施する。その際、「子どもの声でつくる授業（学校が

組織的に行う授業改善の充実）」に基づき、各学校のニーズに合わせながら、授業構想段

階から関わり、校内研究や授業者への支援となる学校訪問としていく。指導案のスリム化

により負担軽減を図り、授業研究の質が向上するよう支援していく。 

（２）家庭学習の時間については、学年が上がるにしたがって県の割合との差が開いており、依

然として課題がある。「メディアへの関わり」についても、全ての学年で県の割合より多

い。小中連携教育やＰＴＡ活動との連携を深めるなどの取組を継続して、保護者への啓発

も強化していく。家庭で過ごす時間について自らコントロールする力を育成していく取組

を通して、「メディア接触時間の適正化」「家庭学習時間の確保」、「読書時間の確保」等に

つなげていく。 

（３）小学校での新学習指導要領の全面実施、中学校においては来年度からの全面実施に伴い「主

体的で対話的で深い学びへの転換」が求められている。「全ての教科で系統性を踏まえて

指導に当たること」「教科横断的な取組を強化すること」等を通して、「指導方法の改善」

に努めることが必要である。 

「図書館活用教育」「協調学習」の取組を柱として、「スーパーティーチャーによる示範授

業研修」等、教師の授業力向上に向けた取組を継続する。 

（４）「ICT を活用した授業改善指定校」の取組を支援し、授業における一人一台端末の効果的な

活用の在り方を各学校に広げる。このことにより、児童生徒一人一人の学習状況に応じた

個別学習の充実や児童生徒同士の考えを共有し話し合いを深めていく授業の実現を目指

していく。 

（５）学力向上のためには、学校、学級が「安心、安全で信頼できる場」であることが欠かせな

い。「学級づくり」等の取組を各学校が組織的に取り組んでいけるように支援をしていく

ことに努める。 



 

令 和 3 年 3 月 4 日 

総 務 文 教 委 員 会 資 料 

教育委員会  生涯学習課 

 

 

「浜田市スポーツ施設再配置・整備計画」における 

アイススケート場の検証期間見直しについて 

 

 

1 基本的な考え方 

新型コロナウイルス感染症について、未だ収束の見通しが立っておらず、新型コロナ

ウイルス感染症はスポーツ施設等へ非常に大きな影響を与えており、外出自粛等の制限

などの継続も想定される状況にあります。 

コロナ禍で利用者が減少している状況の中、令和 2年度については、新型コロナウイ

ルス感染症の影響を踏まえ、計画見直しの検討の基準とする利用者数が判定の条件とし

て適当ではないと判断し、対象とする検証期間の範囲に含めないこととします。 

 

2 検証期間の変更について 

 現在、令和 2年度及び令和 3年度の 2か年としている検証期間について、令和 2年度

は新型コロナウイルス感染症にかかる影響から検証期間としないこととするため、検証

開始時期を 1年遅らせ、検証期間を「令和 3年度及び令和 4年度」の 2か年に変更しま

す。 

 なお、新型コロナウイルス感染症の状況により、更に検証期間を変更することもあり

ます。 

 

3 計画見直し箇所について 

 別添資料「浜田市スポーツ施設再配置・整備計画 新旧対照表」のとおり 

 

4 国の補助金制度について 

 環境省の補助金制度について、冷凍機器の更新に活用できる補助金制度は、現時点で

はありません。 



 資料 

浜田市スポーツ施設再配置・整備計画 新旧対照表 

（見直し前） （見直し後） 

P.25 

 

ケ アイススケート場 

石見地方で唯一の施設として、サン・ビレッジ浜田のアイススケート場

があるが、冷凍機が老朽化していることや、冷凍機に使用している冷媒の

フロンガスは、オゾン層保護のため、製造・使用が規制されている。 

このような中、冷凍機の更新に係る費用や、利用者数の状況による費用

対効果、屋根付き広場の有効利用等を総合的に判断し、アイススケート場

としての利用は廃止とする。 

これらのことから、令和 4 年度（2022 年度）を目途に必要な改修によ

り、天候に影響されず、通年利用可能な多目的室内広場へ用途変更し活用

を図る。ただし、指定管理者、利用団体等の組織が、利用者増加に向けた

取組を行い、令和 2年度及び令和 3年度の 2か年の利用実績において、急

激に利用者数が増え、令和 4年度以降においても増えた利用者数が、継続

的に見込まれる場合は、令和 4年度において用途変更としている計画につ

いて、見直しの検討を行うこととする。 

                                 

     

P.25 

 

ケ アイススケート場 

石見地方で唯一の施設として、サン・ビレッジ浜田のアイススケート場

があるが、冷凍機が老朽化していることや、冷凍機に使用している冷媒の

フロンガスは、オゾン層保護のため、製造・使用が規制されている。 

このような中、冷凍機の更新に係る費用や、利用者数の状況による費用

対効果、屋根付き広場の有効利用等を総合的に判断し、アイススケート場

としての利用は廃止とする。 

これらのことから、令和 5 年度（2023 年度）を目途に必要な改修によ

り、天候に影響されず、通年利用可能な多目的室内広場へ用途変更し活用

を図る。ただし、指定管理者、利用団体等の組織が、利用者増加に向けた

取組を行い、令和 3年度及び令和 4年度の 2か年の利用実績において、急

激に利用者数が増え、令和 5年度以降においても増えた利用者数が、継続

的に見込まれる場合は、令和 5年度において用途変更としている計画につ

いて、見直しの検討を行うこととする。 

なお、新型コロナウイルス感染症による影響により、更に変更する可能

性がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 資料 

（見直し前） （見直し後） 

P.28 

施設名 サン・ビレッジ浜田アイススケート場の項 

 

用途変更：多目的屋内広場 

（スケート場の用途廃止） 

石見地方唯一の施設であるが、老朽化や冷媒として使用されるフロンガ

スの製造・使用に関して問題が生じている。費用対効果等を勘案し、大規

模な改修は実施せず、令和 4年度を目途に用途変更を行う。ただし、令和

3年度までの 2か年で利用者数が急激に増え、以降も増えた利用者数が継

続的に見込まれる場合は、用途変更としている計画の見直しを検討する。 

  

P.28 

施設名 サン・ビレッジ浜田アイススケート場の項 

 

用途変更：多目的屋内広場 

（スケート場の用途廃止） 

石見地方唯一の施設であるが、老朽化や冷媒として使用されるフロンガ

スの製造・使用に関して問題が生じている。費用対効果等を勘案し、大規

模な改修は実施せず、令和 5年度を目途に用途変更を行う。ただし、令和

4年度までの 2か年で利用者数が急激に増え、以降も増えた利用者数が継

続的に見込まれる場合は、用途変更としている計画の見直しを検討する。 

  

P.30 

施設名 サン・ビレッジ浜田アイススケート場の項 

 

用途変更：多目的屋内広場 

（スケート場の用途廃止） 

石見地方唯一の施設であるが、老朽化や冷媒として使用されるフロンガ

スの製造・使用に関して問題が生じている。費用対効果等を勘案し、大規

模な改修は実施せず、令和 4年度を目途に用途変更を行う。ただし、令和

3年度までの 2か年で利用者数が急激に増え、以降も増えた利用者数が継

続的に見込まれる場合は、用途変更としている計画の見直しを検討する。 

  

P.30 

施設名 サン・ビレッジ浜田アイススケート場の項 

 

用途変更：多目的屋内広場 

（スケート場の用途廃止） 

石見地方唯一の施設であるが、老朽化や冷媒として使用されるフロンガ

スの製造・使用に関して問題が生じている。費用対効果等を勘案し、大規

模な改修は実施せず、令和 5年度を目途に用途変更を行う。ただし、令和

4年度までの 2か年で利用者数が急激に増え、以降も増えた利用者数が継

続的に見込まれる場合は、用途変更としている計画の見直しを検討する。 

  

 



 

 

損害賠償請求訴訟の経過について 

 

 消防救急無線デジタル化整備における談合に係る損害賠償請求訴訟の経過

について、報告します。 

 

１ 経過について 

・令和 2 年 6 月 26 日 

   訴えの提起について、浜田市議会 6 月定例会議において議決 

・令和 2 年 7 月 3 日 

   佐和法律事務所と損害賠償請求訴訟委任契約の締結 

・令和 2 年 7 月 13 日 

訴状の提出（松江地方裁判所浜田支部） 

・令和 2 年 7 月 28 日 

佐和法律事務所からこの度の事件について、松江地方裁判所浜田支部

から松江地方裁判所に所管が移ったとの連絡を受ける 

・令和 2 年 9 月 4 日 

第 1 回口頭弁論 

・令和 2 年 11 月 2 日 

第 2 回口頭弁論、第１回弁論準備手続 

・令和 3 年 1 月 25 日 

第 2 回弁論準備手続、原告準備書面 1 の提出 

・令和 3 年 4 月 19 日 

第 3 回弁論準備手続（予定） 

  上記のとおり、これまでに 2 回の口頭弁論、2 回の弁論準備手続が行わ

れました。 

 

２ 公正取引員会と株式会社富士通ゼネラルの裁判経過について 

  平成 29 年 9 月 21 日に第 1 回口頭弁論が行われ、その後弁論準備手続が

16 回行われました。 

令 和 3 年 3 月 4 日 

総務文教委員会資料 

消防本部通信指令課 



PCR検査費用補助金
県外からの転入者限定

県外からの採用者・転勤者に行うPCR検査費用を助成します。
全国的に感染拡大が進む中、感染リスクの管理を行い、共に安心し
て働ける環境づくりに取り組みましょう。

✔ 補助対象者
県外からの採用者・転勤者を雇用する市内事業者（ただし、国県機関を除く。）
※次に該当する者へ行うPCR検査費用を補助します。
①令和3年3月1日以降に県外から転入し、住民登録のある者（パート・非正規職員を含む。）
②①と共に県外から転入した同居親族（①が受検する場合に限る。）

✔ 補助対象額
検査1件あたり上限7,500円（1事業所あたり上限75,000円）
※送料も補助対象としますが、検査キット購入のみは不可とします。

✔ 検査実施期間
令和3年3月18日（木）～令和3年4月30日（金）
※事前申請が必要です。検査前に必ずご相談ください。

✔ 申請必要書類
【交付申請時】
①交付申請書、②受検対象者名簿

【実績報告時】
①実績報告書、②検査結果通知の写し（検査機関からのメール等。陰性証明は不要。）、
③領収書の写し、④検査結果等報告書
※実績報告までに、検査を受ける方が住民登録を終えている必要があります。
※もともと住民票が市内にある場合は、県外から住居を移したことがわかる
書類の写しを提出いただきます。
例：卒業証明書、離職票、旧住所記載の運転免許証など

〒697-8501 浜田市殿町1番地 浜田市 地域政策部 定住関係人口推進課
電話 ： 0855-25-9511 / E-mail ： teiju@city.hamada.lg.jp

お問い合わせ・申請先

申請様式等は、市ホームページよりダウンロードできます。
ご不明な点がありましたら、お問い合わせください。

令 和 3 年 3 月 4 日
総 務 文 教 委 員 会 資 料
地域政策部定住関係人口推進課



Q１ 市外の営業所に配属された従業員は検査対象になりますか。

A１ 対象になりません。浜田市内の営業所に勤務する従業員だけです。

〒697-8501 浜田市殿町1番地 浜田市 地域政策部 定住関係人口推進課
電話 ： 0855-25-9511 / E-mail ： teiju@city.hamada.lg.jp

Q２ パート、アルバイトも対象になりますか。

A２ 県外から転入していれば対象になります。

Q３ 従業員の家族が市外から転入したので、検査させたいと思います。

家族だけでも対象になりますか。

A３ 対象になりません。従業員と同時期に転入し、従業員も検査を受ける場合のみ、

同居親族も対象となります。

Q４ 抗原検査は対象になりますか。

A４ 対象になりません。PCR検査の費用が対象になります。

Q５ 検査キットの購入費用は対象になりますか。

A５ 検査に付随して生じる検査キットの購入費用や検体の送料も補助対象になり

ます。ただし、検査キットの購入のみでは対象になりません。

Q６ 陰性証明書は必要ですか。

A６ 陰性証明書の取得は不要です。

検査結果の通知（メール等）を実績報告の際に添付してください。

Q７ 陽性だった場合は、どこへ連絡したらいいですか。

A７ 速やかに浜田保健所へ連絡し、指示に従ってください。

●浜田保健所 しまね新型コロナウイルス感染症「健康相談コールセンター」

電話番号 (0855)29-5967

受付時間 全日 8:30～21:00

※緊急の場合に限って、これ以外の時間も受け付けます。



 

 

 

【所管事務調査項目】 

 

（1）GIGA スクール構想に伴う影響について 
①新年度のカリキュラムや学校行事への影響について 

  〇新年度になって、端末が一人一台に貸与されることの意義や使用ルー

ルについて指導をする「端末との出会いの場」を 1 単位時間程度設定

するなどの対応は必要となる。 

〇また、情報モラル等についての指導も必要となるが、これまでも特別

活動のカリキュラムとして指導を行っている内容を基に実施するこ

とになる。 

〇GIGA スクール構想で ICT 活用が進んでいくが、あくまで ICT は授業改

善のための手段であり、教育効果を上げるために使うものである。

日々の授業で毎時間必ず端末を使うことが目的ではなく、デジタルと

アナログ（紙・板書・ノート）を融合することで、子どもが思考する

時間を十分に確保したり、何度も試行錯誤することで、学びを深める

ために使うものである。 

〇このことに向かって、学年段階に応じた指導を各教科等の指導計画に

基づいて行っていくので、GIGA スクール構想のためにカリキュラムが

大きく変わることは考えにくい。 

〇また、このことを踏まえると、学校行事についても影響は少ないと考

えている。 

〇むしろ、ICT 活用によってコロナ禍で集まれない状況下でも、例えば 

・無観客等でも行事の様子を配信できる。 

・実際に行かなくても、画面越しに疑似体験ができる。 

・遠隔地と通信することで、交流の幅が広がる。 

などの利点によって実施が可能となる場合もある。 

  

令 和 3 年 3 月 4 日 

総 務 文 教 委 員 会 資 料 

教 育 委 員 会 

学 校 教 育 課 



②  GIGA スクール構想の準備状況について 

〇児童生徒 1 人 1 台端末の整備及び、それに耐えうる大容量高速の校内

通信のネットワーク整備の完了を今年度末に控え、新年度から授業等

で活用できるよう、現在教職員向けの研修を実施している。  

〇同時に、教職員にも 1 人 1 台端末環境となるよう整備中である。 

〇また、昨年 12 月から配置している GIGA スクールサポーターと共に、

児童生徒の操作マニュアル及び端末使用ルール作成、オンライン会議

システムの操作支援を実施している。 

 

③  今年度末までの進捗状況について 

〇児童生徒 1 人 1 台端末の整備については、今年度中に各学校へ納入さ

れる予定である。  

〇児童生徒が端末を保管する充電保管庫の整備については、昨年 12 月

末を持って各学校への整備が完了している。 

〇校内通信ネットワークの大容量高速化、校内無線化については、今年

度中に整備完了を予定している。 

 

④  事務改善や今後の課題について 

〇今後発生する端末やソフトウェアなどの更新費用について、国県に財

政支援を求めていく必要がある。  

〇異動時など、職員向けの研修を継続して実施していく必要がある。 

〇家庭での端末利用を想定し、家庭にインターネット環境がない児童生

徒への対応について検討が必要である。 

〇ICT 支援員の人材確保も必要となる。 

 



 

 

高校魅力化コンソーシアムの現状について  

 

1 高校魅力化コンソーシアムの現状はどうなっているか  

 現在、令和 3 年 3 月 16 日（火）の設立に向け、関係者との協

議、調整を行っています。  

 

2 組織構成やメンバーについて  

 魅力ある高校づくりに取り組む協働体制である「コンソーシ

アム」の設置につきましては、既存の「浜田市県立高等学校支

援連絡協議会」を再構築し設置したいと考えています。  

 組織の構成については、以下のとおり予定しています。  

 

（既存組織からの参画者）  

 ・島根県立浜田高等学校  

 ・島根県立浜田商業高等学校  

 ・島根県立浜田水産高等学校  

 ・浜田市立中学校長会  

 ・浜田市公民館連絡協議会  

 ・浜田市地域政策部、浜田市教育委員会  

（新たな参画者（案））  

 ・島根県立浜田養護学校、島根県立浜田ろう学校  

 ・公立大学法人島根県立大学  

 ・浜田商工会議所、石央商工会  

 ・はまだっ子共育運営委員会  

 

3 組織立ち上げが遅れている理由について  

 より効果的な活動を行うにあたり、新たな参画者との調整を

含め、市内部での検討に時間を要しました。  

 今後は、 3 月に設置する（仮称）浜田市県立学校魅力化コン

ソーシアムにおいて地域とのコーディネートや人財バンク的

機能、キャリア教育、情報発信、生徒確保を目指します。  

 

令 和 3 年 3 月 4 日 

総 務 文 教 委 員 会 資 料 

教育委員会生涯学習課  



 

サン・ビレッジ浜田アイススケート場の利用状況について 
［令和 3年 2月 21日現在］ 

【スケート】                            (単位：人) 

年度 

 月 

令和元年度 

01.11.23～02.02.21 

令和 2 年度 

02.11.21～03.2.21 

前年 

増減 

前年 

対比 

11月 251 467 
市 内 354 

216 
 

86.1% 市 外 113 

12月 983 831 
市 内 422 

-152 
 

-15.5% 市 外 409 

1 月 1,925 1,234 
市 内 652 

-691 
 

-35.9% 市 外 582 

2 月 1,161 918 
市 内 502 

-243 
 

-20.9% 市 外 416 

合計 4,320 3,450 
市内計 1,930 

-870 
 

-20.1% 市外計 1,520 

 

【カーリング】                           (単位：人) 

年度 

 月 

令和元年度 

01.11.23～02.02.21 

令和 2 年度 

02.11.21～03.02.21 

前年 

増減 

前年 

対比 

11月 132 25 
市 内 1 

-107 
 

-81.1% 市 外 24 

12月 816 14 
市 内 3 

-802 
 

-98.3% 市 外 11 

1 月 94 12 
市 内 3 

-82 
 

-87.2% 市 外 9 

2 月 20 9 
市 内 2 

-11 
 

-55.0% 市 外 7 

合計 1,062 60 
市内計 9 

-1,002 
 

-94.4％ 市外計 51 

 

【令和 2年度 利用者総数・比率】                  (単位：人) 

 市 内 市 外 総 数 

利用者数 1,939 1,571 3,510 

市内・市外の比率 55％ 45％ 100％ 

 

【令和 2年度 アクアス特典利用者数割合】              (単位：人) 

市 内 市 外 県 外 合 計 チケット半券 年間パスポート 合 計 

18 8 0 26 5 21 26 

令 和 3 年 3 月 4 日 

総務文教委員会資料 

教育委員会生涯学習課 


